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           主         文 

      １ 被告は，原告Ａに対し，３５９１万９０００円及びこれに対する

平成２９年１０月４日から支払済みまで年５分の割合による金員

を支払え。 

      ２ 被告は，原告Ｂに対し，３５９１万９０００円及びこれに対する

平成２９年１０月４日から支払済みまで年５分の割合による金員

を支払え。 

      ３ 原告らのその余の請求をいずれも棄却する。 

      ４ 訴訟費用は，これを５分し，その４を被告の負担とし，その余は

原告らの負担とする。 

      ５ この判決は，第１項及び第２項に限り，仮に執行することができ

る。 

           事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

 １ 被告は，原告Ａに対し，４５４７万６５００円及びこれに対する平成２９年

１０月４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 ２ 被告は，原告Ｂに対し，４５４７万６５００円及びこれに対する平成２９年

１０月４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要等 

   本件は，被告に雇用され，被告の管理運営する病院（以下「本件病院」とい

う。）に勤務していたＣが自殺したこと（以下「本件自殺」という。）につ

いて，Ｃの両親である原告らが，Ｃは，被告の安全配慮義務違反により本件

病院において過重な長時間労働を強いられたこと等によってうつ病エピソー

ドを発病し，自殺を図って死亡したと主張して，被告に対し，債務不履行に

よる損害賠償請求権に基づき，それぞれ４５４７万６５００円及びこれに対

する訴状送達の日の翌日である平成２９年１０月４日から支払済みまで，民
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法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求める事案である。 

 １ 前提事実等（争いのない事実並びに後記証拠及び弁論の全趣旨により容易に

認められる事実） 

  ⑴ 当事者等 

   ア Ｃ（昭和６２年１０月２６日生まれ）は，高校時代にライフル射撃競技

を始め，高校３年生の時には全国高等学校総合体育大会のビームライフル

競技で５位に入賞し，大学３年生の時には国民体育大会（以下「国体」と

いう。）のエアライフル競技に出場するなどしていた。（甲３１） 

原告ＡはＣの父親であり，原告ＢはＣの母親である。（甲１０） 

   イ 被告は，Ｌ（本件病院）を設置管理している厚生農業協同組合連合会で

ある。 

  ⑵ 本件病院への異動の経過等 

   ア Ｃは，岐阜県教育委員会の紹介により，平成２４年に岐阜県で開催され

る国体においてライフル射撃競技の選手として活躍することを期待される

職員として，大学卒業時の平成２２年４月１日に被告に就職し，同日，被

告本所の企画管理課に配属された。 

   イ Ｃは，平成２４年１０月２日，岐阜県で開催された国体におけるライフ

ル射撃競技５０ｍライフル男子膝射２０発競技に出場し，優勝した。（甲

８） 

ウ Ｃは，平成２５年４月，岐阜県瑞浪市所在の本件病院に異動を命ぜられ，

同月１０日から，本件病院の管理課（以下「管理課」という。）で勤務す

ることとなった。 

  ⑶ 本件病院の体制  

    平成２５年４月当時，本件病院の病院長はＤ（以下「Ｄ院長」という。）

が務めており，事務部門の事務局長はＥ（以下「Ｅ事務局長」という。）が，

事務次長はＦ（以下「Ｆ事務次長」という。）が務め，その下に管理課が設
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置されていた。 

同月当時，管理課長はＧ（以下「Ｇ課長」という。）が務めており，管理

課の事務職は，Ｇ課長，Ｈ，Ｃ及び女性嘱託職員１人の４人が担当し，電

気・ボイラー関係等の技術職は，Ｉら２人が担当していた。 

（以上，甲２６・２２７頁，２６０頁） 

  ⑷ Ｃの自殺に至る経緯 

   ア Ｃは，平成２５年１２月２６日午前１時頃，自身のスマートフォンから

自身のパソコンに宛てて，「なんかもう生きてることって何なのかわから

ない・・・。」，「生きてることが辛くなっている。」，「仕事の全てに

とんでもなく重圧を感じて耐えられなくなっている。」，「何もかも捨て

去りたくなった。消え去りたくなった。限界だ。」，「体調はすごくだる

い・・・。気持ち悪い。辛い。」，「生きたくない・・・。生きてると辛

いだけ・・・。」，「体がいくつあっても足りない仕事の毎日・・・。こ

の先に未来はない・・・。」，「もう無理です。今日で終わりにしようと

思います。今までこんなことをするなんて考えたこともありませんでした

が，決めました。今日までありがとうございました。」などと記載された

メールを送信した。（甲２の１から６まで） 

   イ Ｇ課長は，同日朝，Ｃが本件病院に出勤してこなかったことから，Ｃの

自宅のアパートに赴く等してＣを探したものの，見つけることができなか

った。（甲３・７頁） 

   ウ Ｃは，平成２６年１月初旬頃，名神高速道路尾張一宮パーキングエリア

に駐車した車内において，自殺を図り，一酸化炭素中毒により死亡した

（死亡当時２６歳であった。）。（甲１，１０） 

  ⑸ 責任原因 

    被告は，その雇用する労働者に対し，業務の遂行に伴う疲労や心理的負荷

等が過度に蓄積して労働者の心身の健康を損なうことがないよう注意する義
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務を負っており，Ｃに対して長時間労働等によりストレスが蓄積して心身の

健康を損なうことがないように配慮する義務を負っていたところ，これを怠

り，Ｃを死亡させたことから，Ｃに対する債務不履行責任を負う。（争いな

し） 

  ⑹ 労働者災害補償保険法に基づく支給 

    多治見労働基準監督署長は，Ｃは，平成２５年１２月２３日頃，うつ病エ

ピソード（Ｆ３２）を発症し，自死に至ったとして，原告らに対し，Ｃの死

亡に関し，労働者災害補償保険法に基づいて，以下の保険金を支給した。

（甲９，２６・２７頁，２８頁，２９） 

   ア 遺族補償一時金  合計１４３８万５０００円 

   イ 定額特別支給金     ３００万円 

   ウ 遺族特別一時金  合計 ２８７万７０００円 

 ２ 争点及びこれに関する当事者の主張 

  ⑴ Ｃの死亡による損害の発生及び損害額 

   （原告らの主張） 

    Ｃは，被告の安全配慮義務違反により死亡し，これによる損害は，以下の

とおり合計９０９５万３０００円であり，原告Ａ及び原告Ｂは，それぞれそ

の２分の１に相当する４５４７万６５００円の各損害賠償請求権を相続した。 

   ア 葬儀費用 １６０万円 

     原告らは，Ｃの葬儀費用として合計１６４万５９９５円（葬儀代１１４

万５３９５円，遺体搬送費４７万０６００円，火葬費３万円）を支出した

ところ，そのうち１６０万円につき，Ｃに生じた通常損害として被告の損

害賠償責任が認められるべきである。 

     被告は，安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求においては，葬儀費用

は損害として認められない旨主張するが，葬儀費用は，死亡事案について

通常その遺族に発生する損害であり，安全配慮義務違反に基づく請求であ
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ると，不法行為に基づく請求であるとで異ならず，Ｃに生じた通常損害と

認められるべきである。 

   仮に，原告らが出捐したことから，Ｃに生じた損害といえないとしても，

遺族である原告ら自身に生じたＣの死亡と相当因果関係のある損害として，

賠償が認められるべきである。 

   イ 死亡逸失利益 ５６０９万３０００円 

     Ｃは，自殺当時２６歳であり，６７歳までの就労可能年数は４１年（ラ

イプニッツ係数は１７．２９４）であった。 

平成２６年賃金センサス産業計・企業規模計・男子・大卒・大学院卒労

働者の１年間の平均賃金６４８万７１００円（４２万８５００円×１２月

＋１３４万５１００円）を基礎収入とし，生活費控除５０％で計算すると，

逸失利益は５６０９万３０００円（６４８万７１００円×（１－０．５）

×１７．２９４（千円未満切り捨て））となる。 

   ウ 死亡慰謝料 ２５００万円 

Ｃは，心身ともに健康な青年であり，自殺に至ったことに対する被告の

重大な責任を考慮すれば，精神的損害は上記金額を下回ることはない。 

   エ 小計８２６９万３０００円 

   オ 弁護士費用 ８２６万円 

   カ 合計９０９５万３０００円 

   （被告の主張） 

   ア 葬儀費用 

     安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求においては，葬儀費用は，損害

として認められるべきではない。 

     すなわち，葬儀費用は，遺族が支出したものであり，死亡した本人が支

出を強制されるというものではないから，死亡した本人に生じた損害とい

うことはできない。また，遺族は，雇用契約の当事者ではないから，雇用
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契約上の債務不履行により，遺族固有の損害である葬儀費用を請求するこ

ともできない。 

   イ 死亡逸失利益 

     Ｃの死亡による逸失利益が５６０９万３０００円であることは認める。 

   ウ 死亡慰謝料 

    Ｃは自殺当時独身であり，扶養すべき者もいなかった。しかも，Ｃの

自殺には，後述の⑵（被告の主張）のとおり，Ｃの自己保健義務違反等

の寄与も認められる。したがって，慰謝料としては２０００万円が相当

である。 

     原告らの主張する２５００万円の金額は通常の交通事故における損害額

を参考にしているものと思われるところ，これは近親者固有の慰謝料も合

わせた金額であるから，近親者固有の慰謝料を請求し得ない安全配慮義務

違反の事案においては，高額に過ぎる。 

   エ 弁護士費用 

     認容額の１割程度が認められるのが相当である。 

  ⑵ 過失相殺 

   （被告の主張） 

    以下の各事情に照らし，Ｃに５割の過失相殺等を認めるべきである。 

  ア うつ病エピソードの発病 

     原告は，Ｃにつき，自殺の直前にうつ病に発病していた旨主張するが，

本件自殺の直前である平成２５年１２月頃において，管理課職員はＣが落

ち込んでいる様子を確認しておらず，Ｃが同僚とユニバーサル・スタジ

オ・ジャパン（以下「ＵＳＪ」という。）に行った際にも周囲の者から見

てＣに落ち込んでいる様子はなかったというのであるから，Ｃがうつ病に

発病していたということには強い疑問が残る。 

  イ Ｃの業務の進め方，姿勢等 
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    以下のとおり，本件病院の管理課におけるＣの業務量は，日常的に長

時間労働を要するような過大なものではなかった。 

    ａ 本件病院の管理課において，Ｃを含めた３名で業務を行っていた同

年１０月から同年１２月までの３か月間のＧ課長及びＨの時間外労働

時間数と，Ｃが失踪し，管理課の事務職が２名で業務を行っていた平

成２６年１月から３月までの３か月間の時間外労働時間数を比較して

も，両者に大きな違いはなかった。 

また，本件病院の管理課における過去の業務分担表や他病院の管

理課職員の業務内容と比較しても，Ｃの業務が多いとはいえなかった。 

しかも，Ｃに与えられていた業務は簡単なものであり，難しい業

務は同僚のＨが行っていた。 

ｂ Ｃは，本件病院において当直業務に従事していたものの，当直業務

の際に実際に稼働していたのは当直時間帯の一部にすぎず，当直時間

中常に稼働していたわけではない。また，本件病院が夜間の救急診療

の担当日ではない日には，当直時間帯の外来受付はほとんどなく，当

直担当者が実際に稼働していた時間は少なかった。 

しかも，Ｃが本件病院において当直業務を担当するようになった

初めの２か月程度は，午後８時頃までＨがＣに帯同し，Ｃにおいて判

断できない点があったときはＨに電話で確認することも可能であった。

その上，当直時間帯にどうしてもわからない処理については，保留に

することも可能であった。 

      このように，当直業務によるＣへの負担が過大であったとはいえな

い。 

    ｃ 原告らは，Ｃの総労働時間につき，パソコンのログイン・ログアウ

トの時間等から計算しているが，Ｃは毎朝中央監視室にコーヒーを飲

みに行っており，勤務時間中に居眠りをすることなどもあったのであ
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るから，パソコンのログイン時刻からログアウトの時刻までの間，常

に集中して業務を行っていたわけではない。したがって，Ｃの総労働

時間の長さから，Ｃの業務が多かったものと，直ちに断ずることはで

きない。 

    ｄ 原告らは，Ｅ事務局長による決裁の方法が必要な限度を超えた厳し

いものであった旨主張するが，同人による決裁は，適切な業務の範囲

内のものであった。そもそも，管理課は，物品の購入や修理など支出

を伴う業務を担当する部署であるところ，支出の必要性・相当性，費

用対効果等について十分な根拠が求められ，外部に提出する書類につ

いても十分なチェックが必要になるのであり，Ｅ事務局長は，そのた

めに必要なチェックを行っていたにすぎない。Ｅ事務局長の指導の方

法についても，声を荒げるなどの不適切なものはなかった。 

    被告は，Ｃの業務の負担につき，以下のとおり対応していた。 

    ａ 被告は，Ｃの異動先につき，Ｃのライフル射撃競技の便宜等を考え，

練習場に近い本件病院を選んでおり，管理課の職員を１名増員したり，

Ｃの分担業務量を相当少なくしたりするなどの配慮を行っていた。 

ｂ また，Ｃの本件病院への異動当初は，同僚職員に帯同して業務を遂

行するようにさせたり，分担業務の一部を他の職員に担当させたりす

るなどして，業務の軽減を図るようにしており，Ｃがスムーズに業務

になじんでいけるよう配慮をしていた。 

      被告の役員は，Ｃの異動の際，Ｅ事務局長に対し，業務上の配慮を

要請していたし，Ｃに異動の辞令を交付する際には，何かあれば相談

に来るよう伝えていた。 

     以上のように，被告は，Ｃに対しては様々な配慮を行っており，Ｃ

から業務量等について相談があれば，必要な対応をとることができた。 

しかし，Ｃは，上司等に相談することなく一人で業務をこなしていた
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ため，軽減措置をとることができなかったのであり，Ｃにも一定の責任

がある。 

    そもそも，Ｃは，仕事のペースが遅く，「朝と昼は弱くて，夜が冴え

る。」などと述べており，日中，業務に集中して取り組むことができて

おらず，居眠りをすることもあった。仕事について，自分から積極的に

上司や同僚に相談する姿勢も欠けていた。労働基準監督署も，Ｃの「全

体的にスピードが遅い」等の仕事ぶりも業務に時間を要していた原因で

あると認めている。 

     このように，Ｃの仕事の進め方は，Ｃが時間外労働を行ったことの一

因になっている。 

ウ 超過勤務申請書の不提出 

 被告は，長時間労働がなされていた場合には，医師の面接などにより

健康障害の防止を図るための措置をとっており（乙１），上司もＣに対

して超過勤務申請書の提出を促していた。それにもかかわらず，Ｃは超

過勤務申請書を提出せず，自己の労働時間を過少に申告していた。 

  その結果，被告は，Ｃの労働状況及び健康状態を把握することができ

なかったのであり，被告が必要な措置をとれなかったことにつき，Ｃに

も責任がある。 

     原告は，Ｃのみならず他の職員も超過勤務の申請をしておらず，申請

することができない状況にあった旨主張しているが，被告において超過

勤務の申請を禁じていた事実はなく，Ｃの死亡前においても，Ｃによる

超過勤務の申請はなされていたし，病院全体として，他の職員も時間外

労働の申請をしていなかったということはない（乙５，１０）。 

      このように，Ｃにおいて超過勤務の申請をすることができなかったと

はいえない。 

   エ Ｃの健康状態への配慮（自己保健義務違反） 
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     労働者は，自己の健康管理につき，自己の内面の問題として注意すべ

きであり，労働者には，自己保健義務が課せられる。 

      本件において，原告らはＣがうつ病エピソードを発病していた旨主張

するが，かかる精神障害についても労働者に自己保健義務が認められる

のは当然であるから，仮に，Ｃがうつ病エピソードに発病していたとす

れば，Ｃは医療機関の受診その他の方法により自ら健康管理を行うべき

であった。 

      しかるところ，Ｃは，発病前に精神科を受診し，仕事を休んだり，上

司等に相談したりするなどの合理的な行動をとっておらず，これがＣの

自殺に寄与している。 

     原告らは，使用者が安全配慮義務を履行していない下においては労働

者の不注意は損害減額事由として評価されない旨主張するが，請求原因

である使用者の安全配慮義務違反による損害賠償義務が発生して初めて

過失相殺による損害額の減額の問題が生じるのであり，このような場合

に常に労働者の不注意を損害減額事由にできないかのような原告らの主

張は失当である。 

      また，原告らは，過労自殺につき，誰にも相談することなく精根尽き

果てて自殺に至る事案が多いことを主張しているが，これは一般論にす

ぎず，本件においてＣが精神科の受診等をすることができなかった具体

的事情は特段認められないのであり，Ｃには自己保健義務違反がある。 

 原告らは，精神科を受診せず，周囲の者が気付かないうちにうつ病に

なることが過労自殺の特徴である旨主張するが，労働者において，うつ

病の罹患前又は罹患直後に病院に通うことは可能であり，これをしてい

なかったことは，自己保健義務を果たしていなかったと評価できる。 

    使用者が労働者の異常に気付くことが容易であったにも関わらずこ

れを見逃した場合と，困難であったためにこれを見逃した場合とでは，
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責任の軽重は異なるというのが相当である。 

  本件において，Ｃは，精神障害をうかがわせる兆候なく職場で業務を

行っていた。また，Ｃは，懇親会，旅行等において精神障害をうかがわ

せるような兆候はなかったのであり，管理課の同僚や上司も，Ｃに特段

の変化はなかったとしている。Ｃは失踪の２か月ほど前に自分から同僚

を旅行に誘い，失踪の１０日ほど前のＵＳＪ旅行中に異常はなく，旅行

後には「また遊びに行きたい。」とのメールを同僚に送っている。 

したがって，被告がＣの精神障害に気付くことは困難であった。 

オ スモールボアライフル所持許可の失効等 

     Ｃは，スモールボアライフルの所持許可の失効により，「自分の人生そ

のもの」であったライフル射撃をすることができなくなり，種目の異なる

エアライフルで出場しようとした平成２５年の東京国体にも予選落ちし，

平成２６年の長崎での国体にライフル射撃競技で出場する目処も立たず，

出場を伝えてある地元の親や応援してくれている職場に対しても本当のこ

とを言えずに苦しんでいた。このようなライフル所持許可の失効による一

連の状況も，Ｃの自殺の原因の一つとなっていた。 

   （原告らの主張） 

   ア うつ病エピソードの発病 

 Ｃは，本件病院管理課における過重な長時間労働により肉体的又は精

神的な疲労が蓄積して，自殺前にはうつ病エピソードに発病し，正常な

認識や行為選択能力が著しく阻害された結果，自殺に至ったものである。 

     本件において，労働基準監督署長は，医学的見解を踏まえ，Ｃにつき，

平成２５年１２月２３日頃にうつ病エピソードを発病したと断定してい

る。また，上記時期の前には，Ｃの時間外労働時間が３か月連続して１

００時間を超えており，事務局長による厳しい指導があったことを踏ま

えると，業務上の強い心理的負荷があったと判断される。 
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   イ Ｃの業務の進め方，姿勢等 

     Ｃは同年９月から同年１０月にかけて，管理課における時間外・休日

労働は２倍以上に増加し，１００時間を上回る時間となっており，本件

自殺直前の同年１１月には時間外・休日労働が約１００時間となってい

た。 

また，Ｃは月３回ほど救急外来の対応等のため夜間の当直業務を行っ

ており，これを加えると，同年１０月から同年１２月の時間外・休日労

働はいずれも１００時間を大きく上回るものとなっていた。このように，

Ｃは本件病院において恒常的な長時間労働に従事してきた。そして，上

記当直業務は，多岐かつ専門性の高い業務となっており，新人のＣにと

って困難な業務であったから，これもＣにとって過重な業務となった一

因であった。 

Ｃは，管理課において機械修理，消耗品発注，廃棄物処理，決算資料

の作成等の事務作業に従事していたところ，管理課の決裁文書は事務局

長の厳しいチェックにより不備として戻されるものが多くあり，決裁が

通る文書を作成するために相当な手間と時間を要した。また，広報誌等

の資料を回覧するに当たって，事前の下調べ等に相当時間を要していた。 

     このように，Ｃは，初めて勤務する病院において，不慣れであるにも

かかわらず，過大な業務量を割り当てられ，それに対する職場の支援が

なかったことから，その負担は大きいものであった。 

     その上，Ｃは，管理課の職員として作成した文書に対するＥ事務局長

からの限度を超えた指導を受け，業務遂行への萎縮を生じさせ，その業

務はより過重となっていった。 

しかも，Ｃは，失踪前日に，保健所への提出文書の作成につき，１時

間余りの長時間にわたり，Ｅ事務局長から事務局長室において厳しい指

導・叱責を受けており，事務局長室から出てきた際のＣの様子は，無言
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で一見して落ち込んでいるのが分かる様子であった。 

     被告は，Ｃの業務は過大ではなく，負担軽減の配慮をしてきた旨主張

する。しかし，被告が行うべき負担軽減措置は，Ｃの長時間労働の是正

にあったところ，被告は，Ｃの労働時間を適正に把握することなく，自

己申告による過小な労働時間を前提に，何らその是正措置をとらないま

ま放置してきた。 

ウ 超過勤務申請書の不提出 

    被告は，Ｃが超過勤務申請書を提出していなかったことを損害減額事

由として主張する。 

     これにつき，使用者は労働者の労働時間を適正に把握する義務を有し

ているのであるから，その義務の懈怠によって労働時間を把握できなか

った場合において，上記不提出は，その責任を軽減する理由にはならな

い。 

     そして，使用者は，労働者の労働時間の適正把握義務を負い，始業終

業時間の確認は，使用者が自ら現認するか，タイムカード，ＩＣカード

等の客観的な記録を基礎として確認，記録することが原則であり，例外

的に自己申告により行わざるを得ない場合でも，労働者に対して労働時

間の実態を正しく記録し，適正に自己申告を行うことなどについて十分

な説明を行うとともに，自己申告により把握した労働時間が実際の労働

時間と合致しているか否かについて必要に応じて実態調査をすることが

求められている。また，使用者は，労働者の労働時間の適正な申告を阻

害する目的で時間外労働時間数の上限を設定するなどの措置を講じては

ならない。（甲１９，２０） 

しかし，本件病院では，Ｃを含む職員の労働時間はタイムカード，Ｉ

Ｃカード等の客観的な出退勤の記録によることなく，職員による自己申

告及び所属長による現認によって記録する方法によって管理されており，
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しかも，適正な自己申告を確保するための説明や，パソコンのログの照

合等もしていなかった。 

その結果，Ｃが申告した時間外労働は当直勤務時における患者への対

応時間のみにとどまり，時間外労働の申告は皆無であった。しかも，被

告は，上記労働時間の管理方法につき，Ｃが自殺する前年の平成２４年

８月２０日付で労働基準監督署官から指導を受けていた。（乙７） 

また，Ｇ課長らは，Ｃの恒常的な長時間の時間外労働を毎日現認して

いながら，「早めに帰るように」と声を掛けるのみで，特別の対応はせ

ず，Ｃが自己申告しないことを放置していた。時間外労働の必要性につ

いての具体的な確認も行っていなかった。仮に被告においてＣの長時間

労働を把握していなかったのであれば，それは労働時間の適正把握義務

を懈怠していたことによる。 

 そもそも，本件病院では，Ｃのみならず他の職員も，超過勤務につい

ての申請をしておらず，超過勤務について申請をしないという意識が蔓

延していた。 

被告は，超過勤務命令兼報告書（乙５，１０）をもって自己申告によ

る労働時間の適正把握がされていたことを主張するが，これによると，

管理課職員は当直時の患者等への「当直受付業務」以外の時間外労働の

申告はなく，その他の職員の申告もほとんどなされていない。 

   エ Ｃの健康状態への配慮（自己保健義務違反）について 

     被告は，労働者に自己保健義務が課せられている旨主張するが，労働

者は，使用者に対し，本旨に従った労務を提供する労働契約上の義務を

負うことはあっても，使用者との関係で自己の健康を管理する義務を負

うものではない。 

      また，労働者の不注意が損害減額事由となるのは，使用者の労働者に

対する安全配慮義務が履行されていることが前提となるのであり，これ
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が懈怠されている下では，減額を認めるべきではない。本件において被

告が履行すべき安全配慮義務の内容は，過重な長時間労働や限度を超え

た指導により，Ｃに疲労やストレスが蓄積して心身の健康を損ねること

のないよう注意することであり，被告が過重な労働等が生じないよう是

正措置を講じたにもかかわらず，この指揮命令に従わなかったといえる

場合にはじめて，Ｃの不注意として損害減額事由として評価されるべき

である。    

      そして，被告において安全配慮義務が著しく懈怠されていた本件にお

いては，Ｃにおける受診の有無は損害減額の評価の対象たり得ない。 

     長時間労働等の業務による過重な心理的負荷が加わると，うつ病等の

精神障害を発病し，正常な認識や行動選択能力が著しく阻害され，自殺

を思いとどまる意思も著しく阻害される一方で，本人において病識を持

ち，専門医の診療を受けるなどの行動をとることは容易でない。過労自

殺とは，このような状況の下で精根尽き果てて企図されるものであり，

本人が医療機関を受診しなかったことが直ちに本人の義務違反となるわ

けではない。  

     被告は，Ｃが上司等に相談しなかったことを主張するが，使用者であ

る被告が労働時間の適正な把握を行うことなく，Ｃが過重な長時間労働

に従事していることについての是正措置をなすべき安全配慮義務を懈怠

し，かつ，Ｃに対し精神科医への受診を指示していない本件においては，

Ｃの自己保健義務違反は認められない。 

     被告は，Ｃにつき，精神障害をうかがわせる兆候はなかった旨主張す

るが，周囲の者は，Ｃの様子がおかしいことを感じていたし，本件自殺

の直前に事務局長から叱責された際，Ｃは落ち込んだ様子であった。 

   オ スモールボアライフルの所持許可失効等 

     被告は，ライフルの所持許可失効による一連の状況も，本件自殺の一因
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となっている旨主張する。 

     しかし，Ｃは平成２５年９月には教習射撃の試験を受ければ再度許可を

受けられる状況にあったところ，長時間労働が継続する中で，教習射撃を

受ける時間的，精神的余裕がなく，許可を受けることができなかったもの

であり，Ｃにこのような状況が生じたのは，本件病院における長時間労働

がその主要な要因である。Ｃは，自らに割り当てられた業務に対し責任感

をもって当たっており，他の職員からは自己の趣味として行っていると見

られがちなライフル射撃競技よりも仕事を優先したため，長時間労働が続

く中，教習射撃を受けるための休暇を取ることができなかったものである。 

  ⑶ 損益相殺 

   （被告の主張） 

    Ｃの死亡に関し，原告らには，前提事実⑹のとおり，

遺族

特別一時金２８７万７０００円の合計２０２６万２０００円が支給されてお

り，過失相殺後の金額の元本から，これを控除すべきである。 

   （原告の主張） 

    被告は，原告らに対し労災保険給付金として支給された遺族補償一時金，

定額特別支給金及び遺族特別一時金につき，いずれも控除すべきであると主

張するが，定額特別支給金及び遺族特別一時金は，労災福祉事業としての給

付金であり，損益相殺の対象とならない。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 認定事実 

   前提事実並びに後記証拠及び弁論の全趣旨によると，以下の事実が認められ

る。 

  ⑴ 本件病院への就職の経過 

   ア Ｃは高校において射撃部に所属し，ライフル射撃競技を行っていた。 
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ライフルには，ビームライフル，空気銃（以下では「エアライフル」と

いうこともある。），実弾を発射する小口径のスモールボアライフルなど

の種類があり，Ｃは，高校においてビームライフル競技を行っていた。 

     Ｃは，高校２年生の時，ビームライフル競技の全国大会で３位となり，

高校３年生の時にはビームライフル競技の全国高等学校総合体育大会で５

位に入賞するなどしていた。 

（以上，甲２６・３１２頁から３１４頁まで，３１・６頁，弁論の全趣旨） 

   イ  Ｃは，ライフル射撃のＡＯ入試で明治大学を受験し，同大学の農学部

農業経済学科に入学した。Ｃは，大学の入学以前には，ビームライフル

以外のライフルを使用したことがなかったものの，大学においてはビー

ムライフルの競技がなかったことから，エアライフルの競技に参加する

ようになった。また，Ｃは，大学２年生の時にスモールボアライフルの

免許を取得し，スモールボアライフルの競技にも参加するようになった。 

      Ｃは，大学３年生の時にエアライフル競技で国体に出場した。 

     （以上，甲３１・６頁から７頁まで） 

     エアライフル及びスモールボアライフルの所持は，銃砲刀剣類所持等

取締法（以下「銃刀法」という。）により原則として禁止されているも

のの，都道府県公安委員会の許可を受けることにより所持することがで

きる（銃刀法４条１項）。ライフル銃の所持に係る許可は，ライフル銃

の種類ごとに受ける必要があり，許可の更新時期もライフル銃ごとに異

なる。 

      Ｃは，大学在籍当時，エアライフル及びスモールボアライフルを所持

することにつき，都道府県公安委員会の許可を受けていた。 

（以上，甲２６・３１２頁から３１４頁まで） 

  ⑵ 本件病院への異動 

   ア Ｃは，岐阜県教育委員会の紹介により，平成２４年に岐阜県で開催され
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る予定の国体におけるライフル射撃競技の選手として活躍することが期待

される職員として，大学卒業後の平成２２年４月１日に被告に就職し，同

日，被告本所（岐阜市内所在）の企画管理課に配属された。Ｃは，岐阜市

内のアパートから，被告本所に通勤していた。 

     被告本所における企画管理課の業務は，財務，経営管理，病院の建築企

画及び事業計画の作成，業務監査等があり，Ｃは，日々の出入金や職員の

預り金の管理，病院の患者数等の統計資料の整理等の業務を担当していた。

当時，Ｃが勤務時間外に業務を行うことは，ほとんどなかった。また，平

日にライフル射撃競技の練習があるときは，出張扱いで練習に行っており，

練習の参加や大会出場はいずれも業務として扱われていた。 

（以上，甲３・２枚目，２６・２１３頁，２１４頁，２４５頁，２４６頁，

２４７頁，５０３頁，３１・１０頁，乙２１） 

   イ Ｃは，平成２２年に千葉県で開催された国体のスモールボアライフル競

技に出場し，準優勝の成績を収めた。また，平成２３年に山口県で開催さ

れた国体のスモールボアライフル競技で４位に入賞し，平成２４年１０月

に岐阜県で開催された国体のスモールボアライフル競技では優勝した。

（甲８，２６・３３０頁，３１・１０頁） 

ウ  被告は，平成２４年の国体の後も，Ｃが被告における勤務の継続を希

望したため，Ｃに病院での業務を経験させる必要があると考えた。そこ

で，被告は，平成２５年４月，Ｃに対し，本件病院（岐阜県瑞浪市所在）

への異動を命じた。Ｃの異動先として本件病院が選択されたのは，Ｃに

おいて，スモールボアライフルの練習場である愛知県総合射撃場（愛知

県豊田市所在）に最も近い本件病院が適切であると判断されたことによ

るものであった（愛知県総合射撃場は，本件病院から車で６３．１ｋｍ，

約１時間３０分を要する場所にあった。）。（甲３１・１０頁，乙２０

から２３まで，３２から３４まで，弁論の全趣旨） 
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 被告の役員は，Ｃに対して，本件病院への異動の辞令を交付する際，

本件病院の事務局長に便宜を図るよう伝えてあること，遠慮なく上司に

申し出ること，何かあれば相談して構わないこと等を伝えた。（甲３・

１０枚目，３１・１０頁，乙１４・１頁） 

 Ｃは，本件病院の管理課に配属され，同月１０日から，管理課で勤務

することになった。Ｃは，本件病院への異動に伴い，本件病院に近い岐

阜県瑞浪市内のアパートに引っ越し，以降，同アパートにおいて単身で

生活していた。（甲３１・９頁から１１頁まで，証人Ｇ１８頁） 

  ⑶ 管理課の体制・業務内容 

   ア 人数 

本件病院の管理課には，Ｃが異動する前，事務職として２人の職員が配

置されていたところ，平成２５年４月にＣが増員として配置されたことに

より，３人の職員が管理課の事務職として業務に従事することとなった。

もっとも，増員の前後において，管理課の業務の量が特に増加したという

ことはなく，増員前においても，仕事は忙しかったが，増員前の人数で仕

事を行うことはできていた。 

（以上，甲３・４枚目，２６・１７３頁から１７４頁まで，２０８頁，２

２８頁，２６０頁，２８０頁，２８１頁，４８３頁，証人Ｈ２頁，証人Ｇ

１頁） 

   イ Ｃが日常業務を行っていた管理事務所には，総務課と管理課がワンフロ

アーに配置されており，合計８人の職員が業務を行っていた。事務局長室

及び病院長室は，管理事務所と同じ階にあり，いずれも管理事務所から確

認できる場所にあった。事務局長室の扉は普段開いていることが多いが，

病院長室の扉は閉まっていることが多かった。（甲３１・５０頁，証人Ｈ

１０頁，弁論の全趣旨） 

   ウ 業務内容 
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 管理課は，病院施設の修繕管理，機械備品等の購入・維持管理・修繕，

消耗品の購入・払出し，廃棄物関係の全般的な管理，注射針等診療に必

要な医療材料の購入等の業務を担っていた。 

Ｃは，管理課に配属されて以降，同年７月頃までの間，Ｈの業務に帯

同し，管理課の業務内容を学んでいった。具体的には，本件病院の有料

駐車場の駐車券及び金銭の回収，本件病院で使用する消耗品の発注，廃

棄物回収業者が来た際の立会いなどの業務を担当し，その他，病院内に

修繕が必要な箇所があれば，業者に対する修繕依頼の起案，修繕の際の

立会い等の業務を行っており，インターネットやパソコンに不具合が生

じたときなどの対応も担当していた。 

      これに対し，Ｈは，主として，外部からの調査依頼に対する回答，支

払業務に関する支出決裁，修繕関係の対応，医薬品の管理などを行って

いた。ＨとＣの業務の分量は，Ｃの異動直後はおおよそ９対１の割合で，

Ｈの業務の方が多かった（その後，８対２から７対３までの割合となっ

た。）。また，Ｈには，Ｃに割り当てられる業務よりも難易度の高い業

務が割り当てられており，外部に出るような資料等の作成も任せられて

いた。 

      Ｇ課長は，高額な修繕に関わる業者との立会い，高額な医療機器・機

械備品等の購入稟議・管理，本件病院における防火・防災管理のための

消防署との連絡，管理課職員の業務管理などの業務を行っていた。 

      Ｇ課長は，Ｅ事務局長から，Ｃがライフル射撃競技の練習に行けるよ

う配慮するよう言われていたが，練習は，本件病院の休暇の日に行ける

と思っており，本件病院においては，Ｃがライフル射撃競技の選手であ

ることを理由に，特段，Ｃの仕事の量や休みに気を遣うことはなかった

（これに対し，証人Ｇは，勤務時間内に処理できる業務量ということで

業務の配分をしてＣがライフル射撃競技の練習ができるように配慮して
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いた旨証言するが，Ｇは，多治見労働基準監督署の聴取の際，練習は病

院の休みの日に行けると思い，特段，仕事の量や休みに気を遣うような

ことはしなかったと具体的に述べているから，証人Ｇの上記証言を採用

することはできない。）。 

     （以上，甲３・４枚目，甲４，２６・１５０頁，２６０頁から２６３頁

まで，２９４頁から２９５頁まで，乙１４・２頁，１５・１頁，１６・

１頁，証人Ｇ１頁，７頁，証人Ｈ２頁以下） 

     管理課においては，上記のとおり，管理事務所の自分の席で行う業務

以外に，機械修理の際の立会いや現場確認などの業務が多く，自分の席

で行う事務作業は他の仕事が終わった後でなければできなかったことか

ら，立会い等の業務が長引いた際には，管理課職員の時間外労働が長く

なっていた。 

 管理事務所においては，通常，総務課の職員よりも管理課の職員の方

が帰る時間が遅く，管理課職員による時間外労働は慢性的に行われてい

た。 

（以上，甲２６・３２２頁，６０８頁から６１５頁まで，証人Ｈ１９頁） 

   エ 決裁制度 

     管理課の業務には決裁制度があり，Ｃ又はＨが作成した文書は，Ｇ課

長，Ｆ事務次長，Ｅ事務局長の順に決裁に回るものが多かった。決裁文

書には，Ｇ課長の専決が認められるものも存在したが，Ｅ事務局長は，

課長専決の文書の内容も確認していた。また，Ｅ事務局長の決裁の後，

Ｄ院長や被告本所の決裁を要する文書も存在した。（甲２６・３２１頁） 

      Ｅ事務局長の決裁が必要な管理課の書類のうち，Ｃが担当していたも

のは全体の２割ほどであり，その他はＧ課長及びＨが担当していた。Ｃ

からＥ事務局長に回ってくる決裁文書には，寝具の委託報告書や修理依

頼に関する文書などがあり，その内容は，Ｈの決裁文書と比較して，簡
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単なものが多かった。 

（以上，甲２６・２９０頁，乙１４・２頁，証人Ｈ１５頁，１６頁，証

人Ｇ１２頁から１５頁まで，証人Ｅ３頁） 

 本件病院では，決裁において，Ｅ事務局長から修正を命ぜられること

が少なくなかった。管理課の職員は，Ｅ事務局長の決裁は，求められる

添付資料が多く，文書の書き方や根拠などを指導確認されることも多い

ことから，厳しいものと感じていた。 

Ｃ又はＨの作成した決裁文書につき，Ｅ事務局長から修正を求められ

る際には，Ｇ課長に渡されることもあるが，文書を起案したＣ又はＨに

対し直接修正を求められることも少なくなかった。 

管理課の決裁においては，１０件に二，三件ほどの頻度で，Ｅ事務局

長から文書の訂正等を求められていた。Ｃの作成した文書については，

月に二，三件ほど，Ｅ事務局長から訂正を求められていた。 

（以上，甲２６・２９０頁，２９６頁，３２１頁から３２２頁まで，６

１８頁，乙１４・２頁，１５・２頁，証人Ｈ１６頁，証人Ｇ３頁，１１

頁，２０頁，証人Ｅ３頁以下，２４頁） 

  ⑷ 本件病院の事務部門における勤務時間等 

ア  本件病院の事務部門の勤務時間は午前８時３０分から午後５時１５

分までであり，午後０時から午後０時４５分までは休憩時間，午後０

時４５分から午後１時までは休息時間（仕事があれば行わなければな

らない時間）とされていた。もっとも，月初め，当直及び当直明けの

日には，変形労働時間制を採用し，変形労働勤務表であらかじめ定め

られた勤務時間に勤務するものとされていた。管理課では，当月の勤

務予定につき，各職員が前月末にＧ課長に申告し，これを踏まえて，

Ｇ課長が変形労働勤務表を作成していた。（甲２６・２６２頁，２８

１頁） 
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     管理課においては，Ｇ課長が作成し，各職員に交付された変形労働勤

務表に基づいて業務が行われていた。そして，現実の勤務時間について

は，管理者であるＧ課長が現認し，各職員の変形労働勤務表にＧ課長が

押印することで確認するものとされていた。また，変形労働勤務表に記

載されている勤務時間以外の時間に業務を行う場合には，あらかじめ，

超過勤務申請書に時間外労働の予定時間等を記載した上でＧ課長に申請

し，同人の許可を受けることとされていた。そして，時間外業務が許可

された場合には，各職員は，変形労働勤務表を訂正した上，月末に超過

勤務命令兼報告書を作成するものとされていた。 

      しかし，Ｇ課長が先に帰った場合には，残っていた職員が自ら報告し

なければ，当該職員が何時に帰ったかはＧ課長には分からなかった。Ｇ

課長が，他の職員よりも先に帰る場合には，Ｇ課長は「早く帰れよ。」

と声をかけていた。 

このように，当時の管理課ではＧ課長が毎日各職員の帰宅を現認して

いるというわけではなく，変形労働勤務表の押印についても，１週間な

どのある程度まとまった期間ごとにされることがあった。また，平成２

５年４月から同年１２月にかけて，Ｇ課長がＣやＨに対し，残業の申請

をするななどと述べたことはなかったものの，Ｃ及びＨが，当直業務に

関するもの以外に超過勤務申請書を提出したことはなかった。 

（以上，甲２６・２６３頁，２８２頁，５６３頁から５７６頁まで，乙

５，１０，証人Ｈ８頁，９頁，証人Ｇ１０頁，弁論の全趣旨） 

     被告は，平成２４年８月２０日に，労働基準監督署より指導を受けて

おり，同指導の中には，労働時間の適正管理に関し，被告の事業場では

労働者の労働時間を自己申告により把握しているところ，申告時間とパ

ソコンのログ等の記録との間に大きなかい離があることから，原則とし

てタイムカード，ＩＣカード等の客観的な記録による方法を検討された
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い旨記載されていた。（乙７） 

      これを受けて，被告は，時間外労働の実態調査を行った上，同年９月

頃，「タイムカード，ＩＣカードの導入については困難な状況であるた

め，現行通りの自己申告制とし，管理者による現認確認の徹底を図るこ

とと致します」と回答した。（甲２７，乙８） 

      平成２５年当時，本件病院管理課においては，事務職員の出勤・退勤

に関し，タイムカードやＩＣカード等の客観的記録に基づく労働時間の

確認はなされておらず，勤務表により自己申告に基づいて労働時間を確

認していた。そして，当時，事務職員による勤務表に基づく自己申告の

労働時間と，実態としての労働時間については齟齬が生じていた。（甲

２６・４９頁，弁論の全趣旨） 

本件病院の事務職員について，平成２６年より前に，変形労働勤務表

とパソコンのログの照合作業が行われたことはなかった。（証人Ｅ１８

頁） 

   イ  本件病院には午後５時１５分から翌朝午前８時３０分までの当直業務

があり，男性職員のみが担当していた。当直担当者は，主に電話対応と

救急患者の受付・会計の業務を行っていた。役職者以外においては，月

に３回ほど当直業務の担当が割り当てられていた。 

      本件病院が救急車の受入れを行う日（輪番日）には，午後９時まで女

性職員が残って業務を行っていたが，それ以降の時間は，当直担当者で

ある男性職員のみが対応していた。 

      当直における受付業務は，パソコンを使って救急患者の受診歴を確認

し，受診歴があれば，カルテ庫や診療科から診療録等を持ってくるとい

うものであった。会計業務は，医師の作成したカルテ等に基づき，診療

内容をパソコンに入力し，会計計算に反映させ，請求書を打ち出すとい

うものであったが，カルテ等に記載されている治療方法がシステムに入
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っていない場合には，マニュアルに基づいて入力することが必要となり，

医療事務に初めて携わる者にとっては処理することが難しい業務も含ま

れていた。 

患者の受付がなされてから会計がされるまでの時間は，短いときは３

０分程度であったが，長いときには２時間から３時間ほどかかることも

あり，その間，当直担当者は，当直室において電話応対や休憩をしてい

た。当直時間帯に患者が本件病院を訪れることは，当直開始時である午

後５時１５分から午後１０時までが多かったが，患者が訪れない場合に

は，当直担当者は，午前０時頃から，当直室において仮眠をとることが

多かった。 

（以上，甲２６・４９頁，２１８頁，２５５頁，２６８頁から２７０頁

まで，２９１頁，２９２頁，乙２４，証人Ｈ１３頁） 

 輪番日には，当直の時間帯に本件病院を訪れる患者が多く，また，電

話がかかってくることも多いことから，眠ることができないのが通常で

あった。他方で，非輪番日には，当直の時間帯に本件病院を訪れる患者

は少なく，通常２時間から４時間ほどは眠ることができており，患者が

訪れない日については，午後１０時頃にはベッドのある部屋で休むこと

ができていた。当直担当者は，当直明けの勤務日において，午後０時ま

での勤務とされていた。（甲２６・４９頁，２５６頁，２５７頁，２６

９頁，２７０頁，２９２頁，３０７頁） 

     Ｃも，本件病院において当直業務に従事しており，平成２５年４月に

は月に１回，同年５月から同年１１月までは月に３回，当直業務に従事

した。（甲２６・１５３頁から１６０頁まで，５１９頁から５４０頁ま

で，６３１頁から６５３頁まで，乙４の１から２３まで） 

      Ｈは，Ｃが管理課で当直業務に従事するようになった同年４月から同

年６月頃までの間，Ｃの当直担当の日の午後８時頃までＣに帯同して当
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直業務について説明し，午後８時以降については，当直業務で分からな

いことについて，Ｈに電話するようＣに伝えていた。Ｃは，何回かＨに

電話し，Ｈが本件病院まで教えに行ったこともあった。（甲２６・２９

１頁，証人Ｈ７頁） 

      Ｃが本件病院に異動になった同年４月頃においては，当直室に当直業

務に関するファイルが備えられており，そこに記載されている内容等に

基づいて当直事務が行われていた。当直業務については，同８月１日に

統一的なマニュアルが作成された。しかし，Ｃは，それまで被告の本所

で勤務をしており，会計業務などに従事していなかったこともあって，

当直業務には不慣れであり，被告の本所で同僚であった友人には，当直

が嫌だという趣旨のことを述べたことがあった。（甲２６・２１８頁，

６５７頁，証人Ｈ１３頁） 

     本件病院においては，当直業務に関し，午後１０時から翌日午前８時

３０分までを時間外労働と扱い，当直時間帯の受付人数１人当たり３０

分の実労働があったものと評価して，従業員に賃金を支払っていた。

（甲２６・５１７頁，５１８頁，証人Ｅ１９頁） 

   ウ 本件病院においては，時間外労働時間が３か月間継続して月８０時間を

超えた場合又は時間外労働時間（宿日直時間外を除く）が６か月間継続し

て月６０時間を超えた場合には，当該職員と産業医による面接指導を実施

するなどの職員の健康を保持するための対策が平成２２年８月１日付けで

定められていた。（乙１） 

  ⑸ Ｃの本件病院への異動直後のやり取り 

    Ｃは，エアライフル及びスモールボアライフルにつき，銃刀法に基づ

く所持許可を有していたものの，スモールボアライフルの所持許可の有

効期間が平成２４年１０月２６日までとされており，更新手続が行われ

なかったことから，同日の経過をもって，スモールボアライフルの所持
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許可が失効していた。その結果，Ｃは，スモールボアライフルを所持す

ることができなくなり，スモールボアライフルの射撃練習もできなくな

った。 

もっとも，Ｃにおいて，スモールボアライフルの所持許可が失効して

いることにつき，被告や岐阜県のライフル射撃担当者に伝えたことはな

く，これらの者は，Ｃの上記許可の失効について，当時認識していなか

った。 

（以上，甲２６・１７３頁，１７６頁から１７７頁まで，３１４頁） 

     スモールボアライフルの所持につき再度許可を受けるためには，都道

府県公安委員会において①講習会を受講し，②射撃教習資格認定の申請

後，同教習を修了して，③スモールボアライフルの所持許可の申請を行

う必要がある。なお，スモールボアライフルの所持許可に係る申請に際

しては，精神保健指定医等の作成した診断書を添付しなければならなか

った。（甲２６・１７９頁，３１０頁から３１３頁まで） 

   イ Ｃは，平成２５年４月中旬頃，本件病院の管理課のＩに対し「どこか良

い精神科をご存じありませんか。」，「Ｍ病院に予約しているのですが。」

などと質問した。また，その際，Ｃは，Ｉに対し，自分がライフルの選手

であること，ライフルの免許が失効していることについて話した。（甲

３・１０枚目，甲２６・２２２頁，６０６頁） 

   ウ 同月１８日，日本農業新聞からＦ事務次長に対し，Ｃに関する取材依頼

があった。取材企画の内容は，「仕事に奮闘しながら趣味やスポーツで成

果を出すＪＡ職員を紹介する」というものであった。Ｆ事務次長は，日本

農業新聞の担当者と同年７月の記事掲載に向けて同年６月に取材を行える

ように調整をした後，以降は，Ｃと取材担当者が直接調整を行うことにな

った。もっとも，同月の取材は，後日，Ｃから取材担当者に対して，免許

の関係で写真撮影の際にライフルを持つことができない旨の申入れがあり，
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実施されなかった（同年１０月及び１１月にも，取材担当者からＣに対し

て取材の申込みがあったものの，Ｃは，ライフルの免許の都合で取材対応

できないと回答し，実施されなかった。）。（甲３・４枚目，２６・２０

９頁） 

   エ Ｃは，同年６月１８日，Ｊ医師から統合失調症，そううつ病（そう病及

びうつ病を含む。）等の精神疾患はないとの診断を受けた。Ｃは，射撃の

ための銃の免許の取得のために診断書が必要であるとのことで，同院を訪

れたと述べていた。（甲２６・３３７頁，３３９頁） 

  ⑹ 平成２５年７月から９月までの経過等 

   ア Ｃは，同年７月１２日から同月１５日までにかけて，全日本ライフル射

撃クラブ対抗選手権大会に出場し，８５人中１８位の成績を収めた。（甲

３１・添付資料Ｅ） 

     岐阜県教育委員会のライフル射撃競技担当者は，同月７日の国体の岐阜

県予選の際，Ｃのスモールボアライフルの所持許可が失効していることを

知ったものの，これについて具体的な対応はしなかった。（甲２６・１８

１頁） 

   イ Ｃは，同月頃，Ｇ課長に対し，ライフルの免許の更新に行きたい旨相談

し，多治見警察署に赴いたところ，担当者が不在で手続をすることができ

なかった。そこで，Ｃは，同月２６日，再度，多治見警察署に赴き，射撃

教習資格認定の申請を行った。（甲３・９頁，２６・１７８頁，２７２頁） 

   ウ Ｇ課長は，Ｃが仕事にも慣れてきたと考えて，同月頃から，Ｃが一人で

処理する業務を増やし，また，Ｃの担当するパソコン関係の業務を増やし

た。さらに，Ｇ課長は，Ｃに対し，修繕関係の業務も徐々に担当させるこ

ととした。 

     もっとも，この頃から，Ｃが勤務時間中に居眠りすることが見受けられ

るようになり，ＨやＧ課長が注意することもあった。また，Ｃは，Ｈに対
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し，「朝と昼は弱くて，夜が冴える」などと述べたこともあった。Ｃは，

日常の業務の際，周囲の者に相談することは少なく，一人で業務を行うこ

とが多かった。 

    （以上，甲３・４枚目，１１枚目，１２枚目，２６・２６４頁，２６６頁，

２８７頁，２９５頁，乙１６・２頁，証人Ｈ５頁） 

   エ 同月２２日及び同月２３日，本件病院の内部監査が実施された。その際，

被告本所に所属する監事が本件病院を訪れ，Ｃと質談をしたところ，Ｃが

当直明けである旨述べたため，監事は早く帰るように促した。（甲３・３

頁）。 

   オ Ｃは，同年８月１７日及び同月１８日，同年の国体東海地区予選会を兼

ねた東海ブロックライフル射撃競技選手権大会のエアライフル射撃競技に

出場したものの６位となり，国体に出場することはできなかった。エアラ

イフル射撃競技は，Ｃが社会人になってから出場していた種目ではなかっ

た。（甲３・９枚目，１１枚目，３１・添付資料Ｆ） 

     Ｃは，この頃，被告本所に勤務していたころの同僚であった友人に対し，

「今年は国体の予選が通らなかった。」，「岐阜国体が終わってモチベー

ションが下がった。」，「思うように練習ができない。」などと述べた。

（甲２６・６１５頁） 

     しかし，Ｃは，本件病院のＦ事務次長，Ｇ課長やＨなどに対して，ライ

フル射撃競技の練習や大会などについて話をすることはなかったため，同

人らは，Ｃがこれらの大会に出ることや，ライフルの所持許可が失効して

いることなどは把握していなかった。そのため，被告本所と違って，本件

病院ではＣが大会に出る日を出張扱いとすることもなかった。（甲３・４

枚目，１３枚目，２６・２０９頁，２６３頁，２６４頁，２９４頁，２９

５頁，証人Ｅ２３頁） 

   カ Ｃは，本件病院に異動になり，住所を変更したことに伴い，同年４月に
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身上異動届を本件病院に提出しなければならないものとされていた（Ｃの

住民票では，同月１日付けで転入とされていた。）が，同年８月になって

も，未だ提出されていなかった。 

     そこで，Ｅ事務局長は，同月頃，Ｆ事務次長及びＧ課長も同席の下，事

務局長室において，Ｃに対し，身上異動届の提出遅延の理由を確認し，こ

のような書類は事務職員としてきちんと提出しなければならない等と指導

し，必要であれば遅延理由書を提出するよう伝えた。この日の事務局長室

でのやり取りは３０分ほどであった。 

     Ｃは，同月２１日に遅延理由書を提出し，また，同月に身上異動書を提

出した。 

    （以上，甲３・４枚目から５枚目まで，２６・２１０頁から２１１頁まで，

２２９頁から２３０頁まで，２９６頁，５５３頁，証人Ｅ５頁以下） 

   キ 多治見警察署は，同年９月２４日，Ｃに対し，射撃教習資格認定書が交

付できるようになった旨連絡した。なお，Ｃは，同日及び同月２５日には

夏期休暇を取得しており，同月２１日から同月２５日までは長崎県の実家

に帰省していた。（甲２６・１７８頁，２３７頁，４７１頁） 

  ⑺ Ｃの時間外労働の増加等 

ア Ｇ課長は，平成２５年１０月頃，平成２６年度の事業計画の作成が始ま

り，管理課全体の業務が忙しくなるとともに，管理課においてＯＡ機器等

の修理業務を行う必要が生じたことから，Ｃに対し，それまでＧ課長やＨ

が担当していた少し難易度の高いパソコン関係の業務や修繕関係の業務を

担当させるようになった。 

     Ｃは，平成２５年１０月頃から勤務時間外に業務を行うことが多くなっ

ていた。もっとも，その頃，Ｇ課長及びＨについても，Ｃと同時刻頃まで

残って業務を行っていた。しかし，Ｇ課長において，Ｃ及びＨに対し，超

過勤務申請書の提出を促すことはなく，Ｃ及びＨから，当直業務以外に関
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して超過勤務申請書が提出されることはなかった。Ｇ課長は，Ｃから超過

勤務申請書が提出されていないことを認識していたものの，その理由を確

認することはなかった。 

（以上，甲３・５枚目，１２枚目，１３枚目，２６・２６５頁，２８９頁，

証人Ｈ１４頁，証人Ｇ１７頁） 

イ Ｃは，同月２５日に夏期休暇を取得した。また，Ｃは，同月２６日，被

告本所に勤務していたころの同僚であった友人と連絡をとり，大阪市のＵ

ＳＪに行く計画を立てた。（甲２６・４７２頁，６２６頁，６２８頁） 

  ⑻ Ｃの失踪直前の経過 

ア Ｃは，平成２５年１１月になっても，多治見警察署に射撃教習資格認定

書を受け取りに行かなかった。そこで，多治見警察署の職員は，同月７日，

Ｃに対し，再度，同認定書の交付ができる状態になっている旨連絡した。

しかし，Ｃが多治見警察署を訪れることはなかった。（甲２６・１７８頁） 

   イ 同月頃には，管理課における平成２６年度の事業計画の作成業務により，

管理課職員の業務は多忙を極めていた（なお，Ｈは，本件自殺の後，この

頃は事務所全体がピリピリしている時期であったため，Ｃは，Ｈに対して

相談しにくかったのではないかと振り返っていた。）。（甲２６・２８９

頁，証人Ｈ１４頁） 

  Ｈは，Ｃに対し，平成２５年９月頃，本件病院における訪問看護に用い

る車両の自動車検査証の期間更新に関する仕事を依頼していたところ，同

年１１月になってもされておらず，自動車検査証の有効期限が迫っていた。

そこで，Ｈは，Ｃとともに自動車検査証の更新のために必要な事務の処理

を行った。 

（以上，甲２６・２８８頁，２８９頁，５９９頁，乙１６・１頁から２頁

まで，証人Ｈ５頁） 

   ウ Ｃは，同月１８日午後１０時２２分頃，被告本所所属の同僚職員の携帯
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電話に電話を掛け，消耗品費及び寝具委託費の事業計画の作成方法につい

て質問をした。この際，電話を受けた同僚職員は，Ｃに対し，早く帰宅す

ることを勧めた。（甲３・４頁） 

エ 両親との東京旅行等  

     Ｃは，同年１１月２７日に当直業務（来院患者は４人）に従事してお

り，翌日の同月２８日は朝から本件病院で通常勤務をしていた。 

原告らは，同月に永年勤続の旅行で京都，名古屋，東京を巡っていた

ところ，同日，岐阜県を訪れ，同日の夕方頃からＣの自宅などで同人の

帰りを待っていた。そうしたところ，午後１１時３０分頃に，Ｃから原

告Ｂに電話があり，今から帰ると述べたことから，原告らはファミリー

レストランにおいてＣと合流し，食事をした。その際，Ｃは非常に疲れ

た様子で口数も少なく，原告Ａが食事を勧めても，スープしか飲まなか

った。 

      Ｃは，同月２９日，午前７時半過ぎに自宅を出て本件病院に出勤し，

同日午後１０時３０分頃まで本件病院で業務を行って，自宅に帰宅した。 

      原告らは，同月３０日，Ｃと共にＣの兄であるＫの住む東京に旅行に

出向いた。同日，原告ＢがＣに対し，「（作業着について）新しいのを

買おうか。」などと尋ねたところ，Ｃは「作業着はいらない。」と強く

答えた。また，同年１２月１日，原告ＡがＣに対し「仕事はどうなの。」

と尋ねたところ，Ｃは「もう嫌だ。」と述べた。 

（以上，甲２６・３０頁，１８０頁，２３８頁，２３９頁，３３４頁，

５４０頁，５８５頁，３１・２８頁，２９頁，原告Ａ本人６頁） 

     Ｃは，同月１０日，原告Ｂに対し，電話で，同月３０日から平成２６

年１月３日まで帰省する旨伝えた。（甲２６・２４１頁） 

オ Ｃは，平成２５年１２月１２日，本件病院の忘年会に参加した。その際，

景品が当たり，Ｃは同じテーブルの職員とともに喜んでいるように見えた。
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また，その際，Ｃは，年末年始は九州に帰省することを楽しみにしている

と話していた。（甲２６・１４０頁） 

   カ Ｃは，同月１４日，本件病院の職員を含む５名で大阪のＵＳＪに旅行に

行った。この旅行は，Ｃが，同年１０月頃に提案したことにより，実施さ

れたものであった。Ｃは，同旅行の際，友人から見て，落ち込んでいるよ

うには見えず，楽しそうにしているように見えた。Ｃは，旅行の後，友人

に対し，「また遊びに行きたい。」という内容のメールを送信した。もっ

とも，同月２０日頃以降，当該友人のもとにはＣからのメールは来なくな

った。 

（以上，甲３・６頁，２６・２１６頁，２１７頁，３１・３０頁，乙２５） 

   キ Ｃは，毎朝午前８時前後に出勤し，病院内の冷暖房設備の灯油残量を２

か所で確認し，病院患者用駐車場において駐車券の回収を行った後，午前

８時２０分頃に中央監視室に向かい，Ｉらと仕事の打合せをしたり，コー

ヒーを飲みながら雑談等をしたりすることが日課となっていた。 

しかし，同月１６日頃から，Ｃが朝に中央監視室に来ることがなくなっ

た。 

（以上，甲３・６枚目，２６・２２４頁，２８４頁，２８６頁，６０７頁） 

ク Ｃは，同月２２日，当直業務に従事した後，同月２３日に火バサミ及び

七輪を購入し，同月２４日には練炭を購入した。（甲３・６枚目，２６・

２２０頁，３３５頁，６１９頁） 

  ⑼ Ｃの失踪前日 

   ア Ｃは，平成２６年１月に本件病院で実施することが予定されている保健

所による立入検査の事前提出書類の作成を依頼されており，同書類の提出

期限は平成２５年１０月末とされていたが，同年１２月になっても提出で

きていなかった（なお，Ｅ事務局長は，保健所に対し，書類の提出が遅れ

る旨伝え，保健所担当者の了承を受けていた。）。 
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Ｃは，同月上旬頃，Ｅ事務局長のもとに上記保健所に提出する書類を持

参したところ，同書類に誤りがあったため，Ｅ事務局長は，その旨指導し

た。（以上，甲２６・２３１頁から２３２頁まで，証人Ｅ６頁） 

イ  Ｃは，同月２５日午後５時半頃，修正した保健所への提出書類につき，

Ｇ課長らの決裁を経たものをＥ事務局長のいる事務局長室に持参したと

ころ，その数値が誤っていた。そこで，Ｅ事務局長は，Ｃに対し，指示

した修正がされていなかったことにつき，叱責した。事務局長室におけ

る上記やり取りは，５分ほどであった。 

その後，Ｅ事務局長は，Ｃとともに，管理事務所の書類棚の前に行き，

Ｃに対し，書類の作成方法について説明した。また，その際，Ｅ事務局

長は，Ｇ課長に対しても，書類の不備についての監督責任につき指導を

した。 

  同日は，非輪番日で，Ｈが当直業務を担当していた。Ｈは，勤務時

間以降も，Ｃとともに管理事務所で仕事をしていたが，Ｃに変わった

様子を感じたことはなく，Ｇ課長においても，Ｃに格別変わった様子

を感じなかった。 

  Ｃは，同日，午後９時半頃に本件病院を後にし，帰宅した。 

同書類については，Ｇ課長が修正の上，同月２６日に提出した。 

（以上，甲２６・２１１頁，２３１頁，２７２頁，２７３頁，５９５頁，

６１２頁，乙１４・３頁，１５・２頁，１６・２頁，２６，証人Ｈ９頁，

証人Ｇ６頁，１３頁，証人Ｅ６頁から８頁まで） 

     上記認定について，原告は，Ｅ事務局長の同月２５日におけるＣへの

指導につき，長時間にわたる厳しいものであると主張し，Ｄ院長も，証

人尋問において，Ｅ事務局長によりどう喝に近い叱責があった旨証言す

る（甲３２の１及び２，証人Ｄ３頁）。 

      しかし，Ｄ院長の証言するところは，Ｇ課長その他の職員らからＥ事
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務局長による叱責の様子を聞いたというものにすぎず，Ｄ自身がＥ事務

局長による叱責を目撃したというものではないところ，その証言する内

容も複数の職員からＥ事務局長によるどう喝を見たという話を聞いたと

いう抽象的なものである上，そのような話をしたとされるＧ課長はそも

そもＥ事務局長による事務局長内での叱責を目撃していない旨証言して

いる（証人Ｇ６頁）ことを踏まえると，上記Ｄの証言をもって，Ｅ事務

局長によるどう喝のような厳しい叱責があったものと認めることはでき

ない。 

      したがって，上記原告の主張するように，Ｅ事務局長がＣに対し，同

月２５日，長時間にわたる，どう喝のような厳しい叱責をしたとまでは

認めることができない。 

⑽ Ｃの失踪の経過 

   ア Ｃは，平成２５年１２月２６日午前１時頃，自分のスマートフォンから

自分のパソコンに宛てて，「なんかもう生きてることって何なのかわから

ない・・・。ここしばらくネガティブなことしか頭にない。生きてること

が辛くなっている。」，「仕事の全てにとんでもなく重圧を感じて耐えら

れなくなっている。この先これ以上は耐えられそうにない。生きる意味っ

て何だろう。」，「何もかも捨て去りたくなった。消え去りたくなった。

限界だ。」，「体調はすごくだるい・・・。気持ち悪い。辛い。生きたく

ない。」，「生きてると辛いだけ・・・。」，「体がいくつあっても足り

ない仕事の毎日・・・。この先に未来はない。」，「もう無理です。今日

で終わりにしようと思います。今までこんなことをするなんて考えたこと

もありませんでしたが，決めました。今日までありがとうございました。」

などと記載されたメール３通を送信した。（甲２の１から２の６まで） 

   イ  Ｃは，同日午前８時頃，本件病院に出勤してこなかった。Ｇ課長は，

同日午前８時１５分頃に，Ｃに電話をかけたが，繋がらなかった。そし
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て，Ｇ課長は，Ｃが出勤時間である午前８時３０分頃になっても出勤し

てこなかった（なお，同日以前に，Ｃが無断で出勤時間を過ぎても出勤

してこないということはなかった。）ことから，Ｆ事務次長とともに，

本件病院近くのＣのアパートに赴き，インターホンを鳴らして玄関ドア

を叩くなどしたが，中から反応はなかった。 

      Ｆ事務次長は，同日午前１１時３０分頃，原告Ｂに電話を掛け，Ｃが

出勤していないことを報告するとともに，アパート内の捜索をすること

の了承を得た。そこで，同日午後０時２０分頃，警察官立会いのもと，

Ｃのアパートのドアを開錠し，室内を捜索したが，Ｃは不在であった。 

      本件病院は，Ｃの所在が分からなかったことから，同日午後６時３０

分頃，瑞浪交番にＣの捜索願を提出した。同日午後８時頃，警察官がＣ

のアパートを訪問し，Ｃのパソコンの電源を入れてメールを確認したと

ころ，Ｃの送信した前記アのメール３通が確認され，警察官は，その旨，

原告Ａに連絡した。 

（以上，甲３・７頁，２６・１７５頁，証人Ｇ１８頁以下） 

 なお，同日午後４時頃にＣの車が小牧から一宮方面へ移動しているこ

とが確認されている。（甲３・７枚目） 

   ウ 同月２７日，本来はＣが当直担当者であったが，ＨがＣの代わりに当直

業務を行った。（甲５の９，２６・７１５頁，証人Ｈ１２頁） 

   エ Ｃは，平成２６年１月８日，名神高速道路の小牧インターチェンジと一

宮インターチェンジの間に位置する尾張一宮パーキングエリアに駐車した

車内において，バーベキューコンロを設置し，練炭を燃焼させて発生した

一酸化炭素を吸引する方法により自殺し，死亡（死因は一酸化炭素中毒）

しているのが発見された。（甲１，３・９枚目，２６・２１９頁，３５２，

３５９頁） 

  ⑾ 関係者らに対する懲戒処分等 
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   ア 被告は，Ｃの自殺について，平成２６年２月２５日から同年４月２日ま

での間に関係者に対する聞き取り調査を実施し，同月１８日，調査報告書

を作成した。（甲３） 

   イ 被告は，Ｃの自殺に関し，本件病院の労務管理が不適切であったことに

つき，同年５月２１日付けで，Ｄ院長に訓戒，Ｅ事務局長，Ｆ事務次長及

びＧ課長に減給の懲戒処分をした。（乙９） 

  ⑿ 被告に対する是正勧告  

    多治見労働基準監督署は，被告に対し，平成２９年３月９日，時間外労働

協定の特別延長時間まで労働時間を延長できる上限回数を超えて時間外労働

を行わせており，労働基準法に違反する状態になっていることから，再発防

止対策を検討するよう記載した是正勧告書及び指導票を送付した。（乙１１，

１２） 

    これを受けて，被告は，多治見労働基準監督署長に対し，同年４月２８日，

是正（改善）報告書を提出した。（乙１３） 

  ⒀ 労働基準監督署におけるＣの時間外労働時間及び精神障害の認定 

   ア 労働基準監督署は，Ｃの出勤時間を原則として午前８時，帰宅時間を原

則としてパソコンのログアウト時刻であることを前提に，Ｃの時間外労働

時間を以下のとおり認定した。（甲６，２６・４９頁から５６頁まで，乙

２６） 

     平成２５年１２月２３日～同年１１月２４日 １０７時間２９分 

     平成２５年１１月２３日～同年１０月２５日 １１８時間３８分 

     平成２５年１０月２４日～同年９月２５日  １０５時間２０分 

     平成２５年９月２４日～同年８月２６日    ７６時間５０分 

     平成２５年８月２５日～同年７月２７日    ７０時間２８分 

     平成２５年７月２６日～同年６月２７日   １０４時間５５分 

   イ 労働基準監督署は，Ｃが平成２５年１２月２３日頃にうつ病エピソード
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（Ｆ３２）を発病し，本件自殺に至ったものと認めた。（甲２６・２７頁） 

  ⒁ Ｃの性格や本件病院における勤務状況等 

   ア Ｃの性格，考え方等 

     Ｃは，おとなしい性格であり，感情を表に出すことはあまりなく，自

分から積極的に話をすることも多くなかった。また，責任感が強く，他

人の悪口をいうことはなかった。他方で，途中経過は評価されず，結果

が全てであると考えるなど，自分に厳しい一面も兼ね備えていた。射撃

部の後輩がＣに対して相談をした際には，Ｃは「結果を出せばいいんだ

よ。」と述べることがあった。仕事においては，もくもくと仕事を行う

ことが多い一方で，凝り性なところがあり，仕事においてしっかりと作

成することにこだわることもあった。（甲２６・２０８頁，２１１頁，

２１８頁，２２２頁，２４６頁，３１・８頁，原告Ａ本人１頁） 

     Ｃは，仕事をしていてわからないところについて，Ｇ課長に質問する

ことはほとんどなかった。また，Ｃは，Ｈに質問をすることはあったも

のの，頻繁に質問しているというものではなく，Ｇ課長やＨと自発的に

コミュニケーションをとることも少なかった。そのため，Ｇ課長の方か

ら，Ｃに対し，「分からないことはないか」と尋ねることがあった。

（甲２６・２６５頁，２８９頁） 

      Ｃは，業務に優先順位を付けることが得意ではなく，仕事を溜めるこ

とが少なくなかった。また，Ｃは，仕事を教えてもらう際にメモをとる

ことはなく，Ｈに対し，同じことを何度も質問することがあった。Ｃは，

期限内に仕事を終わらせることができないことも少なくなかった。（乙

１５・２頁，乙１６・１頁から３頁まで，証人Ｈ４頁，２０頁） 

      なお，Ｃが失踪した後，Ｃの机やロッカーの中から，未処理の修理伝

票等仕事に係る書類が複数発見された。（乙１６・２頁，証人Ｈ２２頁） 

   イ ＨやＣは，月末や月初めなどの業務が忙しい時期には，午後９時から午
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後１０時頃まで残って仕事をしていることが多かったが，それ以外の時期

は，午後７時から午後８時頃に帰宅していた。そのため，Ｈの超過勤務時

間は，Ｃとほぼ同じ程度となっており，１か月当たり１００時間を超える

ときもあった。（甲２６・２８４頁，乙２６，証人Ｈ８頁，弁論の全趣旨） 

     Ｇ課長は，午後８時頃から午後９時頃に帰宅していた。Ｇ課長は，Ｃ及

びＨに対し，翌日でもできる業務については超過勤務せずに帰るよう指示

していたものの，ＣもＨも超過勤務をして業務をしていることが多かった。

Ｇ課長がＣに対して超過勤務を認めないと伝えた場合でも，Ｃは残って業

務をしていることが多かった。Ｇ課長は，Ｃの業務につき，勤務時間内に

終えることが可能なものであると考えており，勤務時間内で終わらせるよ

うに日々伝えていた。（甲２６・２６６頁，証人Ｇ３頁，４頁，２０頁） 

     Ｈにおいても，勤務時間内にコーヒーを飲んだり，雑談をしたりしてい

たことから勤務時間内に仕事が終わらなかったことは自己責任であると考

え，超過勤務申請を出すことはなかった。（甲２６・５９９頁，証人Ｈ８

頁，１２頁，証人Ｇ１０頁，１７頁） 

   ⒂ Ｃの健康状態について 

 Ｃについて，本件自殺以前に，精神障害の療養にかかる受診歴はない。 

 また，Ｃが，本件病院への異動後，Ｇ課長に対し，体調が悪い，病院に

通っている等の話をしたことはなく，異動の希望を述べたこともなかった。

Ｇ課長は，Ｃの居眠りが多かったときも，夜が遅いからであろうと感じて

いたにすぎなかった。 

（以上，甲２６・２７２頁，３３４頁） 

 ２ 争点１（Ｃの死亡による損害の発生及び損害額）について 

  ⑴ 葬儀費用 １６０万円 

   ア 証拠（甲２５の１から３まで）及び弁論の全趣旨によると，原告らが，

Ｃの葬儀費用として合計１６４万５９９５円（遺体搬送費４７万０６００
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円，葬儀代１１４万５３９５円，火葬費３万円）を支払ったことが認めら

れ，そのうち１６０万円につき，被告の安全配慮義務違反と相当因果関係

を有する損害と認めるのが相当である。 

   イ 被告は，葬儀費用について，死亡した本人が支出を強制されるものでは

ないから，死亡した本人に生じた損害ということはできない旨主張する。 

     しかし，葬儀は，死者を弔い，人間としての尊厳を全うさせるために行

われ，専ら死者のために催されるものであるし，葬儀費用が死者の生前蓄

えた財産から支出されることも少なくないことを踏まえると，葬儀費用に

つき，死者に生じた損害と観念することができるというべきである。 

     そうすると，本件自殺により原告らの支出した葬儀費用は，Ｃに生じた

損害ということができ，これは，被告の安全配慮義務違反と相当因果関係

を有するものと認めることができる。 

  ⑵ 死亡逸失利益 ５６０９万３０００円 

当事者間に争いがない。 

  ⑶ 死亡慰謝料 ２２００万円 

    被告の安全配慮義務違反の態様，Ｃが自殺するに至った経緯等の一切の事

情を考慮すると，Ｃが被った精神的損害を慰謝するには２２００万円が相当

である。 

  ⑷ 以上のとおり，Ｃの死亡により生じた損害（弁護士費用を除く。）は，７

９６９万３０００円となる。 

 ３ 争点⑵（過失相殺）について 

  ⑴ うつ病エピソードの発病 

ア  前記認定事実によれば，Ｃは，平成２５年４月に本件病院の管理課の

配属となり，Ｈの業務に帯同し，Ｇ課長の指導を受けながら，日常業務

及び当直業務を覚えていったものであるが，Ｃにおいて，未だ管理課の

業務を十分に習熟していない同年７月頃から，徐々に，一人で担当する



41 

業務が増えていき，内向的で周囲の者に相談することが得意ではなく，

責任感が強いＣの性格も相まって，業務を効率的に処理することができ

ず，時間外労働時間が増え，同月の時間外労働時間が１００時間を超え

る結果になったものといえる。 

そして，同年１０月頃には，管理課において平成２６年度の事業計画

の作成が始まることを受けて，Ｃに従前の業務よりも難易度の高い業務

等が割り当てられるようになり，Ｅ事務局長による文書決裁も厳しかっ

た（それ自体は，管理課における書類の重要性に鑑みると，やむを得な

い面もあるともいえる。）ことも相まって，Ｃにおける業務の負担は増

大し，周囲の他の職員も多忙を極め，Ｃにおいて業務について相談する

こともできず，Ｃの時間外労働時間は増加し，平成２５年１０月から同

年１２月頃までの時間外労働時間は，いずれも月１００時間を超えるな

ど，慢性的な長時間労働に陥っていたものといえる（なお，被告は，パ

ソコンのログイン・ログアウトの記録に基づくＣの労働時間と実態とし

てのＣの労働時間との間には齟齬がある旨主張する。しかし，Ｈによる

と，Ｈは，終業時に自身のパソコンをログアウトすることを忘れること

はあったものの，基本的には本件病院に出勤した時にパソコンをログイ

ンし，退勤する時にパソコンをログアウトしており，Ｃも同様であった

（そして，ＨがＣの休みの日に同人のパソコンにログインすることも，

平成２５年４月から同年１２月までの間に多くても５回ほどしかなかっ

た。）というのである（証人Ｈ１１頁，１８頁，２１頁，甲２６・２８

４頁から２８５頁まで）から，Ｃの労働時間については，労働基準監督

署がパソコンのログイン・ログアウトの記録に基づき認定した労働時間

（認定事実⒀ア）が，実態をおおむね反映したものであると認めるのが

相当である。）。 

そして，Ｃは上記長時間労働に加え，初めて病院で勤務する中で，月
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３回程度，慣れない当直業務に従事しており，このような当直業務もＣ

において負担になっていたことは容易に認められる。 

以上の状況の下で，原告らが同年１１月２８日に岐阜県を訪れた際，

Ｃは当直業務を担当した翌日であるにもかかわらず，午後１１時３０分

頃まで職場で業務をこなしており，業務後のＣは非常に疲れた様子であ

って，同年１２月１日にはＣが原告Ａに対して「（仕事が）もう嫌だ。」

と述べていたことを合わせて検討すると，Ｃにおいて，同年１２月上旬

頃までの間には，上記長時間労働により，相当の肉体的・精神的負担を

感じ，抑うつ気分や易疲労性を生じていたものといえる。 

     そして，Ｃは，同月２３日に本件自殺に用いられた火バサミ及び七輪

を購入し，同月２４日には練炭を購入して，同月２５日におけるＥ事務

局長からの叱責を契機に，同月２６日に「仕事の全てにとんでもなく重

圧を感じている。」，「体調はすごく悪い。」，「体がいくつあっても

足りない。」「この先に未来はない。」，「何もかも捨て去りたくなっ

た。」などと記載されたメールを作成し，その翌日に失踪して，最終的

に自殺を図っていることを踏まえると，同月２３日頃には，Ｃにおいて，

本件病院における業務の負担に限界を感じ，将来の人生に希望を持てず

に悲観して，希死念慮を覚え，その後，自殺に至ったものといえる。 

     以上によれば，Ｃにおいて，同日頃に，本件病院での長時間労働等に

よってうつ病エピソード（Ｆ３２，甲２８）に発病し，本件自殺に至っ

たものと認めるのが相当である。 

      そして，Ｃが，Ｅ事務局長から複数回にわたり，保健所に提出する書

類の修正を求められていたにもかかわらず，同月２５日に，Ｅ事務局長

から再度修正を求められ，叱責を受けたことは，Ｅ事務局長がＣとの関

係で，人事上強い立場にあり，Ｃが当時長時間労働による相当の疲労が

あったことも合わせて考えると，同叱責によりＣは相当のショックを受
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け，かかるショックが本件自殺の端緒の一つとなったものと認めるのが

相当である。 

  イ  これに対し，被告は，Ｃにおいて，本件自殺の直前にＧ課長やＨが，

Ｃの落ち込んでいる様子を確認していないことから，Ｃがうつ病エピソ

ードを発病していたことには疑問が残る旨主張する。 

      しかし，Ｃは元来感情を表に出すことはあまりなく，自分から積極的

に話をすることも多くなく，Ｇ課長やＨと自発的にコミュニケーション

をとることも少なかったというのであるから，Ｇ課長やＨとの間で，日

常のコミュニケーションが十分になされていたとはいえないと考えられ

る上，同年１０月以降は，管理課全体として業務が忙しく，ＨやＧ課長

もＣと同様に長時間の時間外労働に従事するなど，各々が自己の業務に

追われ，Ｃの様子を十分に観察できる状況にあったものとはいえないと

も考えられることを踏まえると，Ｃが抑うつ気分になっていたにもかか

わらず，Ｈ及びＧ課長が気付かなかったということは十分考えられるの

であり，上記被告の指摘する事実は，Ｃがうつ病エピソードを発病して

いたとの判断を左右するものではない。 

     また，被告は，Ｃが同年１２月１４日に友人とＵＳＪに旅行に行った

際，自殺の兆候は見受けられなかったことから，Ｃがうつ病エピソード

に発病していたことには疑問がある旨主張する。 

      しかし，前記のとおり，本件病院の業務に重い負担を感じ，心身とも

に疲弊していたＣが，自己の企画した旅行において友人に心配を掛けた

くないという想いから，明るく振る舞っていたものと考えることもでき

るのであるから（ＩＣＤ－１０にも，症例によっては気分の変化が隠さ

れたりすることがあることが指摘されている（甲２８）。），上記被告

の指摘する事実をもって，前記判断は左右されない。 

  ⑵ Ｃの業務の進め方，姿勢等 
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   ア  上記⑴のとおり，Ｃは，平成２５年１０月以降，月１００時間労働を

超えるような慢性的な長時間労働に陥っており，相当の業務上の負担が

あったものといえる。 

     これに対し，被告は，Ｈ及びＧ課長における時間外労働時間は，Ｃが

失踪する前後で大きく変化していないことから，管理課におけるＣの業

務は過大ではなかった旨主張する。 

      しかし，管理課における業務の内容及び量は，時期によって大きく異

なっており，Ｃが失踪した後において，管理課がＣの失踪前と同様の体

制で業務を行っていたかどうかも明らかではないのであるから，被告の

指摘する２つの時期におけるＨ及びＧ課長の時間外労働時間を比較し，

両者が大きく変化していないからといって，Ｃの業務の量が少なかった

と，直ちに認めることはできない。 

     また，被告は，本件管理課の業務の量及び質は，Ｃが配属される前後

で大きく変化していないことから，管理課におけるＣの業務は過大では

なかった旨主張する。 

      しかし，Ｃの異動の前後を問わず，本件病院の管理課においては，慢

性的に長時間の時間外労働が行われており，もともとの管理課の業務が

相当に過大であったことがうかがわれるのであるから，管理課の事務職

が２人から３人と増員されたことにより，１人当たりの業務の負担は少

なくなったとはいえるものの，これにより，直ちに，Ｃの業務が過大で

はなかったということはできない。     

 被告は，Ｃに与えられていた業務は比較的容易なものであったことか

ら，Ｃの管理課における業務は過大なものではなかった旨主張する。 

      この点，確かに，Ｃの担当していた業務は，ＨやＧ課長の担当してい

た業務よりも難易度が低いものであったといえる。しかし，平成２５年

１０月頃には，従前ＨやＧ課長が担当していた難易度が高めの業務につ
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いてもＣが一部担当することになっている上，病院での勤務を始めてか

ら半年程度しか経っておらず，未だ業務に習熟していないＣにおいては，

難易度の低い業務であったとしても，相当な困難を伴うことが容易に予

想されるのであるから，Ｃに与えられた業務の難易度が相対的に低かっ

たとしても，これにより，Ｃの負担が少なかったということはできない。 

     被告は，当直業務によるＣへの負担が過大であったとはいえないとも

主張する。 

      しかし，前記認定事実によると，輪番日の当直業務では，眠ることが

できないのが通常であり，非輪番日であっても通常２時間から４時間ほ

ど眠ることができるものであったこと，それにもかかわらず，当直明け

の勤務日においても，午後０時までの勤務とされていたこと，平成２５

年４月の本件病院への異動後に当直業務において会計業務などを行うよ

うになったＣにとっては当直業務は不慣れであったことからすると，た

とえ，Ｈが同年６月頃までの間，Ｃの当直担当の日の午後８時頃までＣ

に帯同して当直業務について説明するなどしていたとしても，当直業務

はＣにとっては，身体的にも精神的にも負担が大きなものであったと認

められる。 

     被告は，Ｃにおいて，中央監視室に毎日コーヒーを飲みに行くことが

あり，居眠りをすることもあったのであるから，前記パソコンのログイ

ン・ログアウトの時間等による労働時間につき，全て集中して業務を行

っていたわけではなく，前記労働基準監督署が認定した時間外労働時間

等からＣに過大な負担があったものと認めることはできない旨主張する。 

      しかし，Ｃが毎朝中央監視室でコーヒーを飲んでいた時間が，長時間

の時間外労働を生じさせるほどのものであったとは考えられないし，Ｃ

の居眠り（これは，同年７月及び同年８月におけるライフル射撃競技の

大会出場に向けた練習量の増大などに起因する可能性もある。）につい
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ても，同年９月頃には改善されていたというのであり，その他，労働時

間を殊更伸長したといえるようなＣの不適切な業務態度はうかがわれな

いのであるから，被告の主張には理由がない。 

   イ そうすると，Ｃは，管理課において，長時間の時間外労働を必要とする

相当量の業務に従事していたものといえる。 

     これにつき，被告は，Ｃにおいて，業務量等について上司等に相談し

ておらず，１人で業務をこなしており，その結果，被告において軽減措

置をとることができなかったのであるから，Ｃにも一定の責任を認める

べきである旨主張する。 

      しかし，前記認定事実によれば，Ｃが勤務時間内に与えられた業務を

終えることができず，慢性的に長時間の時間外労働をしていたことは，

上司であるＧ課長が現認しており，しかも，Ｃにおける仕事の進め方に

問題があることについても同様に認識していたのであるから，Ｃによる

相談がなかったからといって，被告における軽減措置を困難にしたもの

ということはできない。 

また，労働者の長時間労働の解消は，第一次的には，業務の全体につ

いて把握し，管理している使用者において実現すべきものであるところ，

本件において，Ｇ課長はＣに対し，早く帰るように声を掛ける等したに

とどまり，長時間労働を抜本的に解消するために，仕事の進め方につい

てＣと協議をしたり，合理的な事務処理のための教示をしたりするなど

した事実はうかがわれず（ＨやＧ課長において，納期の迫っているＣの

業務につき，協力をしたことは認められるものの，一時的なものにすぎ

ず，長時間労働を抜本的に解消するための措置ということはできな

い。），あまつさえ，Ｃの時間外労働の時間を把握しようと努めた痕跡

さえ認められない。 

さらに，被告は，Ｃの異動の際に，Ｃに対して相談に来るよう伝える
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などの配慮を行ったものと主張するが，あくまで異動の際の配慮にすぎ

ず，その配慮の内容も長時間の時間外労働を解消する上で十分なものと

は認められない。また，被告は，Ｃに対しては，ライフル射撃競技の大

会や練習がある場合に業務を調整しやすい管理課に配置するなど，Ｃに

対する業務の配慮をしていたとも主張するが，認定事実のとおり，本件

病院のＦ事務次長及びＧ課長は，Ｃがライフル射撃競技の大会に出場し

ているのかどうかさえ把握していなかった（Ｇ課長は，Ｃは本件病院の

休暇の日に練習に行けると思っていた。）のであり，このような中で，

Ｃに対する業務の配慮が十分にされていたと認めることはできない。 

      そうすると，被告において，Ｃの長時間の時間外労働に対する配慮が

著しく欠けている一方，Ｃが業務量について上司に相談等しなかったこ

とが被告における配慮の妨げになったと認めることのできない本件にお

いては，当事者間の公平の見地から，Ｃが業務量について上司に相談等

しなかったことをＣの過失と評価し，被告の賠償額を減ずるのは相当で

はない。 

     被告は，Ｃの長時間労働は，Ｃの仕事のペースが遅いなど業務に取り

組む姿勢も一因となっているのであるから，過失相殺が認められるべき

である旨主張する。 

      これにつき，確かに，Ｃにおいて，業務を教えてもらう際にメモを取

ろうとしないなど，効率的に業務を処理しようとする姿勢が十分ではな

く，業務に優先順位を付けることを苦手としていたこと等が，Ｃにおけ

る長時間労働を生じさせた一因となった可能性も考えられる。 

      しかし，Ｃは，被告本所においては時間外労働をほとんど行うことな

く，業務を処理することができていたのであるから，一概にその能力が

低かったということはできないし，本件病院に配属されてから経験が十

分でない状況で，業務を効率的に処理できないのは当然のことであるか
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ら，そのことをもって，直ちにＣの過失と評価すべきではない。 

むしろ，Ｇ課長やＥ事務局長においては，Ｃが効率的な業務を行えな

いことを想定し，対応すべきであったところ，Ｃが現に効率的な業務を

行えていないことを認識しながら，十分な指導や助言を行っていない本

件において，上記Ｃの仕事の進め方等をもって，被告の賠償額の減額を

認めるのは相当でない。 

  ⑶ 超過勤務申請書の不提出 

被告は，Ｃに対し，超過勤務申請を促していたにもかかわらず，超過勤務

申請書を提出しなかったことから，被告において，Ｃの労働状況及び健康状

況を把握することができず，必要な措置をとることができなかったのであり，

過失相殺を認めるべきである旨主張する。 

しかし，前記認定事実のとおり，Ｇ課長は，Ｃにおいて，超過勤務申請を

出さずに，慢性的に長時間の時間外労働をしていたことを現認しており，申

告されている労働時間が現実のものとかい離していることを十分に認識して

いたにもかかわらず，Ｃに対して超過勤務申請を提出することを積極的に求

めたことも，Ｃの労働時間を正確に把握しようとしたこともないのであり，

Ｃの超過勤務申請書の不提出により，被告においてＣの長時間の時間外労働

に気付くことができず，必要な措置を執ることが困難になったということは

ない。 

かえって，Ｇ課長においては，Ｃが時間外に行っている業務につき，時間

外に行う必要のないものであると考え，時間外労働として認めなかったこと

があり（甲２６・２６６頁），Ｅ事務局長においても，管理課全体として慢

性的な時間外労働・長時間労働が生じていたにもかかわらず，Ｃが勤務時間

内に業務を終えることができずに時間外労働をしなければならなくなったの

は，Ｃの仕事の進め方に問題があり，本来時間内に処理を終えることができ

る業務であったとの認識を示しており（証人Ｅ２９頁），Ｃ及びＨにおいて，
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平成２５年４月から同年１２月の間に，月１００時間を超える時間外労働を

行いながら，当直業務以外に超過勤務申請書を提出したことがなかったこと

を踏まえると，Ｃにおいて超過勤務申請することをちゅうちょさせるような

職場環境となっており，被告はそのような職場環境を放置していたものとい

える。 

そうすると，上記被告の主張は，自ら労働者の労働時間の把握を怠ってお

きながら，労働時間が把握できなかった責任をＣに転嫁しようとするもので

あり，Ｃの超過勤務申請書の不提出をもって，過失相殺を認めることは相当

ではない。 

  ⑷ 医療機関の受診等について 

ア 被告は，Ｃがうつ病エピソードに発病していたとしても，発病前に精神

科を受診し，自己の健康管理を行うべきであり，これを怠ったＣにおいて，

過失相殺を認めるべきである旨主張する。 

     これにつき，被告が主張するように，労働者が，自己の健康状態につい

て最もよく認識し，健康管理を行うことのできる地位にあることは，一般

論としては肯首できるものであるが，本件のように，使用者が労働者にお

ける慢性的な長時間労働を認識しながら，十分な措置を講じず，労働者の

健康状態に対する配慮が何らなされていない場合には，労働者において医

療機関を受診していないことをもって，直ちに自己の健康管理を怠った過

失を認めるべきではなく，少なくとも，労働者において，医師から具体的

な受診の必要性を指摘される等して，医療機関を受診する機会があったに

もかかわらず，正当な理由なくこれを受診しなかったといえる場合に限り，

過失として評価する余地があると解すべきである。 

     そして，本件において，Ｃが，医師から精神疾患に関する具体的な指摘

を受けたことはなく，その他，Ｃにおいて医療機関を受診する機会があっ

たといえる具体的事情が認められないことを踏まえると，Ｃにおいて，う
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つ病エピソードの発病前に，自ら精神科の病院を受診しなかったことを過

失と評価すべきではない。 

   イ 被告は，Ｃにおいて，うつ病エピソードに発病する前に，自ら仕事を休

み，上司等に相談するなどして自ら自己の健康管理を行うべきであった旨

主張する。 

     これにつき，Ｃにおいて，長時間労働に従事し，適切に休暇が取得さ

れていなかったことが，うつ病エピソードを発病した要因の一つになっ

ていることは否定できない。しかし，前記のとおり，Ｃは，平成２５年

１０月以降，長時間の時間外労働をしなければならないほどの業務を負

担しており，日常の業務の中には期限のあるものも少なくなく，業務を

滞りなく処理する上で休暇を取得することが困難であり，休暇を取得す

ることで，休暇取得後の業務処理が一層困難になる状況であったと推察

されるところ，被告において，Ｃが休暇を取得できる状況にあったにも

かかわらず適切に休暇を取得しなかったことに関する具体的な事実の主

張はない。そうすると，Ｃが適切に休暇を取得しなかったことをもって，

Ｃの過失と評価することはできない。 

     また，Ｇ課長は，Ｃの業務の負担を総合的に調整し得る立場にあり，

Ｃの休暇の取得状況や長時間労働の状況を十分に認識していたのである

から，Ｃによる相談等がなかったとしても，Ｃの健康を保持するための

措置を講じるべきであったところ，本件では，そのような措置は全く講

じられていない。 

このように，被告において，Ｃが定期的に休暇を取得できるようにす

るための十分な配慮がなされていたとはいえない本件においては，Ｃが

自ら休暇を取得するなどの健康管理措置をとらず，Ｇ課長らに対して積

極的に業務の負担に関する相談をしなかったとしても，かかるＣの対応

をもって，被告の損害賠償額を減額する理由とすることは相当ではない。 
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     なお，被告は，Ｃが上司等にも相談しなかったことなどから，上司ら

がＣの異常に気付くことが困難であったとも主張する。しかし，被告に

おいて，Ｃが一月当たり１００時間を超えるような超過勤務が続いてい

たことを認識していたことが認められ，かかる状況においては，被告に

おいて，Ｃによる相談がなくとも，Ｃの心身の健康について配慮すべき

なのであり，損害の公平な分配の見地において，上司がＣの異常を認識

しえなかったことを理由に，賠償額の減額を認めるのは相当ではない。   

⑸ スモールボアライフルの所持許可の失効等 

ア 被告は，Ｃにおいて，ライフル所持許可の失効によりライフルの競技に

出場することができなくなり，平成２５年の国体の選考予選で敗退し，平

成２６年の国体でのライフル射撃での出場の目処が立っていなかったこと

も，Ｃの自殺に寄与しており，この点を踏まえた減額を認めるべきである

旨主張する。 

     しかし，前記認定事実によれば，Ｃにおいては，エアライフルの所持許

可は有しており，平成２５年にもエアライフル射撃競技の大会には出場し

ていること，Ｃは，同年７月に，射撃教習資格認定の申請を行うなどして，

平成２６年の国体への出場を目指しており，平成２５年９月頃には，射撃

教習を受けることで，スモールボアライフルの所持許可を得ることができ

る状況にあったのであるから，Ｃにおいてスモールボアライフルの競技に

出場できない状態にあったとはいえず，平成２６年の国体への出場の目処

が立っていなかったということもできない。むしろ，Ｃにおいて多治見警

察署から複数回の連絡を受けていたにもかかわらず，射撃教習を受講して

いないことを踏まえると，その頃，Ｃにおいて，本件病院での業務の負担

から，射撃教習を受講するだけの余裕がなく，ライフル射撃ができる状態

でなかったことが強くうかがわれる。 

   イ そうすると，Ｃにおいてライフル所持許可が失効し，平成２５年の東京
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国体に予選落ちしたことは，ライフルを人生そのものと考えていたＣにお

いて，当時の悩みの一つであった可能性は否定できないものの，本件自殺

との直接の因果関係を認めることはできず，かえって，Ｃがライフル競技

に専念することができなくなったのは，被告の安全配慮義務違反が強く関

与しているものといえるのであるから，損害の公平な分配の見地において，

これらの事情を理由に，賠償額の減額を認めるのは相当ではない。 

     したがって，被告の上記主張は採用できない。 

  ⑹ 以上によれば，本件自殺につき，民法４１８条により又は同条の類推適用

によって，被告の損害賠償額を減ずることは相当ではなく，Ｃの被告に対す

る損害賠償請求権は７９６９万３０００円であると認められる。 

    そして，原告らは，それぞれ，Ｃの有する損害賠償請求権のうち２分の１

に相当する部分を相続したのであるから，原告らの有する各損害賠償請求権

の金額は，３９８４万６５００円となる。 

 ４ 争点⑶（損益相殺）について 

  ⑴ 証拠（甲９，２６・１３頁，２２頁，２９）及び弁論の全趣旨によれば，

原告らは，Ｃの死亡に関し，労働者災害補償保険法に基づき，遺族補償一時

金として合計１４３８万５０００円の支給を受けたことが認められ，これに

ついて当事者間に争いがない。 

    したがって，原告らの各損害賠償請求権３９８４万６５００円から，上記

１４３８万５０００円の２分の１に相当する７１９万２５００円をそれぞれ

控除すると，原告らの各損害賠償請求権の金額は３２６５万４０００円とな

る。 

  ⑵ 被告は，原告らが受給した定額特別支給金及び遺族特別一時金につき，損

害から控除すべきである旨主張するが，これらは，同法２９条１項により遺

族の福祉増進等を目的として支給されるものであり，Ｃの死亡による損害を

填補する性質を有するものということはできないから，受領した金額につき，
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損害額から控除することはできない。 

 ５ 弁護士費用 

   本件事案の性質，難易度，訴訟遂行の経過，認容額等本件における諸般の事

情を考慮すると，原告Ａ及び原告Ｂの弁護士費用に関する損害額は，それぞ

れ３２６万５０００円とするのが相当である。 

   したがって，原告Ａ及び原告Ｂの各損害額はいずれも合計３５９１万９００

０円となる。 

第４ 結論 

   以上によれば，原告らの被告に対する債務不履行に基づく損害賠償請求は，

それぞれ，３５９１万９０００円及びこれに対する訴状送達の日の翌日であ

る平成２９年１０月４日から支払済みまで年５分の割合による遅延損害金の

支払を求める限度で理由がある。 

   したがって，原告らの各請求は上記の限度において理由があるから認容し，

その余は理由がないからいずれもこれを棄却し，訴訟費用の負担につき民事

訴訟法６４条本文，６１条を，仮執行宣言につき同法２５９条をそれぞれ適

用して，主文のとおり判決する。 
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